様式第3（第７条、第３７条関係）
事業開始に要する資金及びその資金の調達方法
１　事業開始に要する資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項目
	
	事業開始に要する資金

	信書便差出箱その他の事業の用に供する機械及び器具費①
	取得価格

(割賦未払金を含む金額)
	２,０００,０００

	
	賃借料の１ヵ年分
	０

	営業所、事業場その他の事業用不動産の取得価格又は賃借料の１ヵ年分
	
	３,３６０,０００

	人件費の2ヶ月分
	
	１,３７６,０００

	業務委託費の2ヶ月分②
	
	４８,０００

	その他費用の2ヶ月分
	
	６５１,６００

	事業開始に要する資金の合計
	(Ａ) ７，４３５,６００

	自己資金の合計
	(Ｂ) ４,４３５,６００

	自己資金比率　　（Ｂ）÷（Ａ）×１００
	５９.６５％


＜補足＞④
(1) 「信書便差出箱その他事業の用に供する機械及び器具費」については、営業車を２台増車するための取得価格（2,000,000円）を計上しました。

(2) 「営業所、事業場その他の事業用不動産の取得価格又は賃借料の１ヵ年分」については、賃借料の１ヵ年分（140,000,000円）に、信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。

　　　　140,000,000円×比率（2.4％）＝3,360,000円

(3) 「人件費の２ヶ月分」については、人件費（年間の賞与支払額を含む。）28,666,667円（総人件費344,000,000円÷12ヶ月）の２ヶ月分に、信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。
28,666,667円×2ヶ月×比率（2.4％）＝1,376,000円
(4) 「業務委託費の２ヶ月分」については、毎月の業務委託費（1,000,000円）の２ヶ月分に、信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出しました。
　　　　1,000,000円×2ヶ月×比率（2.4％）＝48,000円

(5) 「その他費用の２ヶ月分」については、事業収支見積書(平成△△年7月1日～平成□□年3月31日）で計上した経費（賃借料を除く。）の２ヶ月分及び租税公課（登録免許税を除く。）の２ヶ月分の合計（いずれも信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出）に登録免許税を合計しました。

・賃借料を除く経費の2ヶ月分：（287,000,000円－140,000,000円(減価償却費を控除すること｡)) ÷12ヶ月×2ヶ月×比率（2.4％）＝588,000円

・登録免許税を除く租税公課の2ヶ月分：700,000円×2ヶ月×比率(2.4％)＝33,600円
・登録免許税：30,000円⑤
　　　　　　588,000円＋33,600円＋30,000円＝651,600円

２　事業用不動産の取得価格又は賃借料の不動産別内訳　　　　　　（単位：円）
	名　　称
	所在地
	取得又は賃借
	面積(㎡)⑥
	営業所の設置の有無⑦
	取得価格又は賃借料の１ヵ年分

	本社
	○○県△△市▽▽区□町◇-◇-◇
	賃借
	145.3
	無
	1,453,000

	○○支店
	
	賃借
	94.7
	有
	  947,000

	△△営業所
	
	賃借
	60.0
	無
	  600,000

	□□事務所
	
	賃借
	36.0
	有
	  360,000


３　人件費の部門別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	作業部門従業者の人件費
	事務部門従業者の人件費
	合　計

	専従従業者の人件費
	兼務従業者の人件費
	
	

	(　人)
	1,058,462

(1.92人)
	317,538

(0.576人)
	1,376,000

(2.496人)⑧


＜補足＞

　　部門別の人件費については、職員数に、信書便事業収入と貨物自動車運送事業収入の合計に対する信書便事業収入の占める比率（2.4％）を乗じて算出した数値を、上記１(3)で算出した人件費に乗じて算出しました。

　　作業部門(兼務)従業者数：80人×比率（2.4％）＝1.92人

　　事務部門従業者数：｛役員(4人)⑨＋事務員(20人)｝×比率（2.4％）＝0.576人

　　　1,376,000円×1.92÷（1.92＋0.576）＝1,058,462
　　　1,376,000円×0.576÷（1.92＋0.576）＝317,538
４　資金の調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	調達資金の内訳
	金　額

	自己資金⑩
	４,４３５,６００

	
	うち増資⑪
	

	借入金⑫
	○○銀行△△支店　　　　　　　　　　　１,０００,０００

	
	株式会社□□商事　　　　　　　　　　　１,０００,０００

	
	　代表取締役　◇◇ ◇◇　　　　　　　　 １,０００,０００

	その他
	

	合　計
	７,４３５,６００





〔記載のポイント〕

















①　信書便事業を開始するために新たに取得する、信書便事業用の機械及び器具（車両を含む。以下同じ。）の取得価格（割賦未払金を含む。）を計上して下さい。賃借の場合は、賃借料の１カ年分を計上して下さい。ただし、現に所有している機械及び器具については、取得価格から除いて下さい。


　　なお、減価償却資産を取得した場合は、事業収支見積書の減価償却費に計上した金額と整合性がとれているか注意して下さい。





②　事業計画で業務の一部を委託する場合は、計上して下さい。





③　各費目の金額について、事業収支見積書で計上した金額と整合性がとれているか注意して下さい。





④　資金を計上する場合は、その内訳を注書きとして記載して下さい。




































































〔記載のポイント〕

















⑤　登録免許税を計上して下さい。





⑥　他の事業と兼用している場合は、収入費などにより按分して記載して下さい。





⑦　信書便法令上は「営業所」とは信書便物の引受けの業務を行う場所をいいますので、実際に△△営業所と使用している場合であっても、そこで信書便物の引受を予定しない場合は「無」と記載して下さい。



































⑧　他の事業と兼業している場合は、従事した作業量に応じて按分して下さい。




















⑨　役員数も人件費算出の基礎となります。

















⑩　既存法人の場合は、直近の事業年度の貸借対照表に基づいて記載して下さい。





⑪　既存法人の場合は、増資計画額を記載するとともに、取締役会で増資する旨の決議をした議事録と、その出資に係る引受書等を添付して下さい。





⑫　借入金先ごとに借入金額を記載して下さい。








③
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